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○補助金等評価について 

 

委員長：それでは、第 10 回北広島市外部評価委員会を開催します。 

「重度心身障害者等通院交通費助成金」について協議いたします。 

 

（事務局より「障害者等交通費助成金」の評価概要について概略説明） 

 

評価案に対し、付帯意見等、また点数配分はどうですか。 

    特に無いようですから、「重度心身障害者等通院交通費助成金」については、この

評価（案）のとおりとします。  

次、「障害者等交通費助成金」について協議します。 

 

（事務局より「障害者等交通費助成金」の評価概要について概略説明） 

 

D 委員：事務事業評価では｢現状継続｣で、ランクは｢③｣としている。障がい者に対する補

助であり、特定の者も利益に供する面があり効果性を｢３｣としている。また、要綱に

基づいて実施されていることもあり、採点合計は３３点で継続としている。事務事業

評価の中でも意見を述べたが、財政負担が今後大きくなっていく可能性があり、財政

状況を見ながら継続していければ良いだろうとした。 

 

委員長：これについてご意見のある方はおりませんか。障害者交通費助成事業の事務事業

の評価でも、必要だとしておりますので、これで良いと思う。このような形で原案を

作りたい。 

それでは３番目の「中学校文化部活動大会出場費助成金」に移ります。 

 

（事務局より「中学校文化部活動大会出場費助成金」の評価概要について概略説明） 

 

委員長：事務事業と同じで、ランクは｢③｣であります。出場者は昨年と今年はいないが、

やめることにはならない、あるべきだと思いこのようにした。点数は３２点としてい

る。何か意見はありますか。 

それでは、次の「児童生徒通学費助成金」について協議します。 

 

（事務局より「児童生徒通学費助成金」の評価概要について概略説明） 

 

委員長：歩いても良いのではという気持ちもあるが、義務教育であり僻地ならともかく、

例外的な処置としてやむ得ないのではと思う。 

   スクールバスも考えられるが、人件費や車両、その維持管理費を考えるとこれで良

いのではと思うが、いかがですか。なければこれも原案通りとします。 

   続いて、「地域まちづくり推進事業補助金」お願いします。 

 

（事務局より「地域まちづくり推進事業補助金」の評価概要について概略説明） 
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D 委員：公益性は、事業趣旨及び活動実態などから高いと思う。ただし、活動の内容をみ

ると、まちづくりの活動として適当なのかという疑問も何点かあり、最高点の５点に

はしていない。  

また、必要性については、行政と市民との役割分担、地域社会が主体で実施すると

いった点に曖昧なところもみられ、４点としている。 

効果性については、活動実績をみると、地域住民が参加し、その成果、活動報告も

されており、そうした内容からいうと効果も高いと判断し、５点としている。適格性

は(１)に該当し、要綱に基づいて行われていることから５点で、合計３５点とした。 

２つの事業が組み込まれていることにより、行政と地域住民が実施しなければなら

ない点に曖昧さが見られるので、対象となる活動範囲を定めるほうが良いと思う。 

住民と創るまちづくり事業は、どちらかというとハード的な事業であり、ハードの

事業については、行政が主体となって実施すべきことではないかと思う。まちづくり

推進事業はソフト的な面が強く、こうした事業は、住民・地域社会がお金を出し合い

ながら実施していくことにしていけば良いと思う。 

したがって、事業を完全に２つに分けるか、また１つの事業とした場合でも、内容

で事業を分ける必要はなく、ハード部分については行政が担うことを前提の上、実施

すべきだと思う。地域まちづくり推進事業については、非常に有効かつ有益な事業だ

と思うので、採点としてはかなり高い点数となっている。 

 

委員長：人づくりも入っているのではないか。地域まちづくりだけでは、まちをつくらな

いでコミュニケーションを図るといった目的にもとられやすく、むしろ人づくりでは

ないかと思う。まちづくりということではそうした意図がなかなかでてこないのでは

ないか。以前、よその町で地域と人づくりという事業があるとのことだった。 

 

D 委員：行政の中に課を設けているところがある。この事業名が良いのかということもあ

る。 

 

委員長：機械的にまとまった金額、７００千円とかを補助する方法がどうなのかという気

もする。プランがあって要求するのではなく、予算が 700 千円あるので使ってかま

わないというような感じも持っている。 

ほかに意見はありますか。 

 

B 委員：２つの地区にまたがるものは対象外ということもあり、使いにくい面もある。 

 

D 委員：大曲の交通安全協会の事業では、輪厚地区を巻き込んだ形で行っている。 

 

委員長：その点は、「発展的に見直すべきである」という意見の中に含まれると思う。 

 

D 委員：「発展的に見直すべきである」という意見には、色々な意味が込められている。

この事業は、有効性、有益性からみても良い事業だと思う。地域の住民が主体的に考

え、地域の活性化を図り、地域の住民同士の触れ合い、それを高めていくことに行政

がお金を用意することは良いことだと思う。ただ、内容的に町内会単位で行うこと、
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行政が行うべきものが混在しており、必ずしも良いとする意見ばかりではないと思う

ので、そこを整理する必要があると思う。 

 

委員長：初めは土台のないところから行うので、多少曖昧な部分があってもしかたがない

と思う。しかし、これだけの予算を使うのだから、もう少しメリハリの利いた使い方、

整理も必要だと思う。 

 

D 委員：700 千円の補助金が、３地区とも、例えば各町内会の３０、40 周年だとかに全

部使われたらそれはおかしいとなるのではないか。実態としては一部で使われている

が、周年の補助としての使われ方には疑問もある。 

 

委員長：コミュニケーションを図るのが目的であれば、30、50 周年でたくさんの人が集

まりお祝いをするのはコミュニケーションになるかもしれない。しかし、それが事業

の本来の趣旨なのかと思う。そうした点は、発展的に見直すべきであるという意見で

表現されていると思う。 

意見がなければ次のコミュニティビジネス創業支援事業に入ります。 

 

（事務局より「コミュニティビジネス創業支援事業補助金」の評価概要について概略説明） 

 

B 委員：必要な事業だとは思うが、効果性については、まだ２年目なので費用対効果もよ

くわからない面もあり、４点とした。また、応募者が４、５件であり、効果が広く市

民にいきわたっているとは言えず、３点とした。ヒアリングで、市内の空き店舗が５

０件以上あるとのことだったが、空き店舗利用促進事業ともう少し有機的に結びつけ

ていけば良いと思う。 

 

委員長：ほかの事業と統合するというか、弾力的な運用を検討すべきだという提言的な意

見で良いと思う。その際、期間を１年とせず延長するとか、あるいは空き店舗利用促

進事業を加味しながら弾力的な運用とすれば、より趣旨が生かされると思う。 

 

D 委員：空き店舗に関しては、あまり触れなくて良いと思う。空き店舗に関する補助期間

が 3 年間なので、逆に事業を統合して事業名を変え、空き店舗に限らず、補助対象と

なる事業を明示した方が、利用者の方からみれば使い勝手の良い補助事業になると思

う。 

 

委員長：例えば、空き店舗を使ってコミュニティビジネスを興す場合は家賃を３年まで補

助し、それを使わないで新たにコミュニティビジネス事業を興す場合は 1 年だけ補助

する、といった方法が考えられると思う。こちらから提案して、コミュニティビジネ

ス、空き店舗対策を有機的に結び付けて弾力的に運営を図るべき、とする方法もある

と思う。そうした点を含め整理をしていただきたい。 

それでは、シルバー人材センター補助金です。 

 

（事務局より「シルバー人材センター補助金」の評価概要について概略説明） 
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A 委員：公益性については、項目の 4 に該当し、地域の経済、産業の振興、雇用の促進に

寄与すると考え、４点としている。必要性については、高齢化が進んでいる状況にあ

り、社会情勢には合致していることから 4 点としている。役割分担についても 4 点に

している。効果性については、広く市民に知られていること、高齢化が進んでいるこ

と、60 歳以上であればだれでも会員になれることから 4 点としている。費用対効果

は非常に難しいが、会員 1 人当たり年間 90 日程度稼働しているという資料をもらっ

ているので、これも 4 点とした。適格性については、要綱に違反しているとか、法令

等に違反していなければ 5 点にしているので 5 点とし、合計としては 33 点で継続と

している。 

 

委員長：ご意見はありますか。 

 

B 委員：適格性の採点はどのように考えれば良いのか。 

 

A 委員：特に要綱や法令等に違反していなければ 5 点、団体等のところはヒアリングや資

料ではわからないので、ないものとして考えている。何か提出されていれば判断材料

とするが、1～5 に明らかに反しなければ５点としている。 

 

委員長：意見の「上記指標の今後の推移に留意すべきであろう」は、上記指標を「会員数

と受注金額」に変えた方が良いのではないか。 

 

D 委員 事務事業評価の際には、この点は出されていなかったと思う。 

 

委員長：現状については、評価の意見にはあまり入れていないので、むしろ、「会員は６０

才以上の高齢者であるが、会員のニーズと事業内容が合わなくなってきている」と指

摘し、「会員数と受注金額の今後の推移に留意すべきであろう」とした上で、どうする

と一言触れた方が良いのではないか。例えば、留意して見直し、留意しながら会員数

の拡大に努める、あるいは民間事業の受注に励むべきであるとかにした方が良いので

はないか。 

 

A 委員：現状では、留意したうえでとりあえずは見直しの必要はない、という意見である。 

ただ、今後その 2 つの指標が大きく落ち込んできたときは、見直しということもあ

り得ると考えている。 

 

委員長：見直しではなく、例えば事業が減っているのでもっと事業の拡大に努めること、

あるいは会員をもっと増やす努力をすることとしなければ、留意してどうするのかと

なるのではないか。 

 

D 委員：補助金を有効に活用してもらうためには、もっと会員を増加させるとか、事業の

拡大を図るとか、そういうことをシルバー人材センターだけでなく、行政の方も検討

していくべきである、とした方が良いのではないか。 
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A 委員：高齢者の雇用を増やすということだと思うが、今の若年者の仕事がなくなってい

るというのが現実であり、そう考えていない。 

 

D 委員：高齢者の雇用と若年者の雇用は競合している部分もあるかもしれないが、根本的

には違うように思う。 

 

Ａ委員：今、定年延長になるということで、新卒者の雇用がなくなってきている。競合し

ている一つの例だと思う。高齢者雇用を増やすべきという考えではなく、現状はシル

バー人材制度の中で会員数が減ってきているということだと思う。 

 

委員長：シルバー人材センターというのは、雇用の拡大ということもあるが、一方で老人

福祉施策の一環でもある。そうした観点から、国も補助金を出しており、若年の雇用

が狭まってきているから、そうした制度をやめるべきだとなると基本的な思想が変わ

ってくるのではないか。 

 

A 委員：この制度は、雇用というより、生きがいを求めてということだと思うが、会員は

お金を求めている面があると思う。フルタイムの雇用を求めている高齢者が増えてき

ており、受注額が減り、会員数も減ってきている。会員の求めているニーズにこの制

度自体が合わなくなってきていると思う。それが数字に表れてきているので、今のと

ころは継続だが、今後さらに減少すれば、見直しも必要だろうという趣旨である。 

 

委員長：補助金制度そのものをどうするかということでは、３３点なので継続という形に

なる。これ以上、会員数と受注金額が減少したら見直しする、という趣旨を意見の中

に埋め込むのは、違う気もする。 

 

C 委員：「留意すべきであろう」という意見については、会員数、受注金額が減ってきて

いるので、その辺を留意して対策を立てるべきだろうと理解していた。 

 

委員長：どのように留意すべきか書く必要があるのではないかと思う。 

 

D 委員：社会環境の変化の中で、高齢者でもフルタイムで民間や諸団体に雇用される機会

が増えてきていることもあり、従来と比べると、シルバー人材センター等で生きがい

や若干の収入を得る、という面が弱くなってきているのが実態ではないかと思う。そ

うかと言って、会員のニーズにあった事業を掘り起こすのも非常に難しいと思う。評

価としては、見直しだとか廃止ということではなく、今の実態をこうしたら良いので

はないか、という意見を述べることで良いのではないか。 

 

委員長：高齢者が増えているにもかかわらず、シルバー人材センターの会員数も、受注金

額も減っていることから、ニーズに合っていないのではないか。そうした点に留意し

て事業を行うことでよろしいですか。 

 

Ａ委員：会員数と受注額が減ってくれば、国も、市の補助金も減額される。ニーズにあわ
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なければ、補助金は減っていくという制度になっているので、あえて意見を述べるこ

とはないと思う。 

 

B 委員：行政に対して、補助金を出すことに対する評価、意見だと思うが。 

 

A 委員：その意見が、継続ということである。見直しや、廃止、という選択肢はないので

見守るしかないと思う。会員数と、受注額が減り、補助金額も減ってきているので留

意するしかない。 

 

D 委員：何かを投げかけていくということからいえば、例えば、高齢者が増加している現

状の中で、会員数が減少し、事業規模も縮小しているので、今後具体的な対策を講じ

るべきである、というような内容でも良いのではないかと思う。 

 

C 委員：上記指標の推移に留意すべきであろうというのは、このまま減っていってもその

まま見ていれば良いであろうという意味ではないと思う。それを分析して積極的な対

策を講じるべきだという意味があると思う。 

 

B 委員：シルバー人材センタ－は、高齢者等の雇用の安定等に関する法律に基づいてでき

ており、補助金を交付することによって、高齢者の生きがいや、社会参加の促進を図

る、という目的があると思う。法律がある以上、この補助金を生かす意味はあり、補

助金を支出している以上は、積極的に利用するような方向を模索していくべきだと思

う。会員数、受注金額が減少している現状があるのであれば、シルバー人材センター

としては、今後考えていくべきだということはあっても良いと思う。 

 

A 委員：現状は会員数が減ってきているが、許容範囲にあると思う。今後さらに減少し、

３００人なりになったような場合には、根本的に検討すべきだと思うが、今は許容範

囲なので、推移を見守るという趣旨である。現在、Ｃランクで、Ｄランクまであり、

Ｄランクより下回った場合、国から指導があると思う。 

 

D 委員：現状のまま継続という意見で、高齢化社会に合致した事業であるということで、

現状継続の意見にしても良いのではないか。減少している現状であるが、それが許容

範囲で全く問題はないということであれば、あえてこういう文言にしなくて良いと思

う。 

 

A 委員：市民が見て分かるように、得られた情報は提供しようと思って書いている。 

 

委員長：われわれは、外部評価委員会としての評価と、意見を求められている。総合評価

の点数としては３３点なので継続としている。継続としても、積極的に評価する継続

もあるし、とりあえず継続にしたけれども、減っているからやめるべきであるという

継続もある。継続としても色々な意味があると思う。 

 

C 委員：会員数、受注額が減ってきており、会員のニーズとも合わなくなってきているの
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で、何らかの対策をとるべきという意見だと思っていた。しかし、趣旨と意見は相違

している面もあると思う。かなり危機意識を持って数字を並べていると思ったが、こ

の程度なら問題がない、という趣旨で数字を並べているのであれば、この文章を書く

ことによって、理解が違ってくると思う。 

 

A 委員：補助金額が固定で、会員や受注額が大きく減っているのに補助金を支出している

のであれば、見直しするという方向になると思う。会員数が減少すれば補助金額も減

少しているので、今の時点ではそれほど問題はないと思っている。 

 

C 委員：補助金額が減少すれば、減少しないようにどうするか考えるべきで、補助金額が

減ったら減ったままで最終的にはなくなるだろう、というのは意見にはならないと思

う。継続という意見であれば、よりよく継続させるためにどうすべきか、というのが

意見だと思うが。 

 

B 委員：推移に留意すべきであろう、というのは良いと思う。ただ、一般的には、留意し

てもこれ以上会員数等が減少するようであれば、補助金を支出していることもあり、

何らかの対策をとるべきであるとするのではないか。 

 

D 委員：ここのところはあわなくなってきていることも考えられるので、今後の推移に留

意しながら検討すべきであるとか、何か対策を考えなければならない、そのような意

味を含めた文言を加えて方が良いと思う。 

 

委員長：前段のこの部分は、高齢者が増えているのにもかかわらず会員が減っている、と

の趣旨を入れて、論議を深めましたが、これで終えまして、次の消費者協会補助金に

ついて協議します。 

 

（事務局より「消費者協会補助金」の評価概要について概略説明） 

 

A 委員：公益性は（２）の市民の安心な生活に寄与するということ、消費生活の安全に該

当するので４点とした。必要性は、消費者トラブルの問題があるので、必要な事業で

あり、行政だけで成り立つ事業でもないので４点、効果性は、消費者すべてに関わっ

ているので４点とした。費用対効果は難しいが、資料を参考にして４点とした。適格

性は５点としている。 

 

委員長：行政と市民の役割分担という点において、真に補助すべき事業であり４点より５

点でいいのではないかと思う。行政単独では絶対できない事業だと思う。市民に市が

バックアップするというシステムだが、大いに結構だと思う。５点にすると３４点に

なるが、いかがですか。 

それでは、最後の生涯学習振興会について協議いたします。 

 

（事務局より「生涯学習振興会交付金」の評価概要について概略説明） 
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C 委員：必要性はかなり高く５点を付けている。意見だが、地域まちづくり推進事業と見

比べると、まちづくりのソフト部門の事業と重複していると見受けられるので、補助

事業の内容を精査する必要があると思われ、今後の課題にすべきと感じている。 

 

委員長：地域まちづくり推進事業との整合性が必要との意見です。 

 

D 委員：ソフトの部分については、生涯学習振興会交付金の対象とし、例えば、まちづく

り推進事業の人づくり、ソフトの面を、生涯学習振興会交付金の対象範囲を広げれば

吸収できると思われ、統合しても良いと思う。 

 

委員長：この事業の内容をみると、一部事業は地域まちづくりと重複している面が見受け

られる。これらの事業を一本化、統合した方が効率的、かつ長期的視野からの運営が

できる、とした方が良いのではないか。それでよろしければ、その方が望ましいと一

部修正することにします。 

   補助金に関しては、以上のような形で原案を作成することとします。 

   前文作成の参考にしたいので、是非これだけは入れて欲しいという感想・ご意見が

ありましたらお願いします。 

 

D 委員：今回、施策の事業を選択したが、この方法は良いと思う。ただ、勉強会という形

で内容を調査していったが、ヒアリングでの当該部署の対応が甘かった面があり、反

省しても良いのでは、と思われた。また、勉強会の時間を効率的にし、担当部署との

ヒアリングを増やすように配慮、配分すれば、事業内容をより掌握できたのでは、と

感じている。 

 

C 委員：類似事業があり、有効性がかけている面もみられた。事業をもっと大くくりにし

て予算配分し、１つのセクションで実施するよう、内容に応じた括り方を考えた方が

良いのではないか。もう１つは、補助金等で支出した後のフォローがしっかりなされ

ていない面が見られた。補助金等がどう使われ、運用をどうしているのか、というこ

とをきめ細かく審査し、そうしたチェックをしながら補助金額等を変えていく、事業

内容を変えていくようなことをもっとすべきではないかと思う。 

 

D 委員：今回、施策単位で、なおかつ類似的な事業で評価を行ったが、もっと大きくまと

めるのは難しいのか。 

 

事務局：総合計画は、６つの「章」、さらに「節」、そして「施策」と３段階の体系からな

っている。今回は「施策単位」で評価をお願いしたが、「節」を単位にすると事業数が

５０とか、６０とかかなりの事業数になる。 

 

D 委員：「節」でやると横断的になるということだと思う。しかし、類似事業を２つなり

３つなり統合することはできるだろうし、そういうことも可能だと思う。そういう作

業はしても良いのではと感じている。大きな事業として括れば、結果的に事務の省力

化や経費の節減、ひいては予算の節減につながっていくと思う。節で事業を集約し、
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類似事業を整理する作業を試みるということも、行政としては必要だと感じた。 

 

B 委員：行政として補助金だとか、色々な事業を実施するのは理解できる。しかし受ける

側が、利用しやすい、使いやすい事業になっているのか。行政のフォローも必要だと

思うが、せっかくある補助金等が使いにくいものなのか、使いやすいものなのか、そ

の点がわからないので、利用者の声も入れた意見が聞けたら良いと思う。補助金を利

用している場合は、使いやすくて使っていると思うが、補助金を使いたいと思っても

結局使えなかった、という意見もあると思うので、そういう意見を拾えると良いと思

う。 

 

A 委員：評価調書を基に評価するが、評価調書には、妥当性、必要性、効果性等がある。

そのうち、効果性は２つに分かれていて、効果が広く市民にいきわたっているか、費

用対効果がどうかとなっている。全く別の報告が評価調書では合算して記入されてい

る。これは別々に説明されるべきものだと思うし、ここの説明が明確になっていれば、

第３者の意見も同じ評価になるはずだと思う。今日協議したシルバー人材センターに

ついても、費用対効果が明確に記載されていない。そうした点を充実させると外部評

価も効率的に実施できると思う。評価調書に書けないというのが、時間がなくて書け

ないのか、効果の測定ができなくて書けないのかという問題もあると思うが、そうし

た点の充実を望みたいと思う。 

 

委員長：補助金等は、特定の人を対象にしているものが多い。障がい者に対する補助金、

通学補助金にしても、最初から特定の人を対象としているので、費用対効果、広く市

民にゆきわたっているかということとは合致しない。こういう指標だけで良いのかと

も言える。 

 

D 委員：昨年は、福利厚生会だったと思うが、やむをえず独自に基準を作って評価したこ

とがあったと思う。 

 

委員長：原案を作り、ご意見をお聞きしたいと思います。 

本日は、どうも御苦労さまでした。これにて終了します。 

 

 

 

 

 

（注）発言を要約したものであり、発言をすべて記述したものではありません。 

 


